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１．事業の概要



●事業の概要 位置図

1

河川整備計画を策定した河川

国直轄管理区間

圏域界

各JR線

凡例

対象位置

近江八幡市
JR東海道本線橋梁架替
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日野川ダム

蔵王ダム

流域面積：207.1km2

流路延長：約46.7km

下流部

中流部

上流部

●事業の概要 流域図
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●事業の概要 周辺図

1

今回評価区間
JR東海道本線橋梁架替
個別補助事業

大畑橋

整備実施区間の延伸
L＝2.4km
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●河川整備計画の変更（整備実施区間の延伸）

JR琵琶湖線
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●事業の概要 計画諸元

1

〇河川名：一級河川淀川水系日野川

〇事業名：大規模特定河川事業

〇施工地：近江八幡市

〇事業内容：橋梁架替、河道掘削

〇事業期間：令和元年～令和13年

〇全体事業費：93億円

〇JR橋梁架け替えにより、河積阻害を解消 河積阻害率 15.4% → 4.2% 8

当初：～令和9年

当初：75億円

1
.
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●事業の概要 事業内容の見直し（事業期間の延伸）

事業期間の延伸【令和9年→令和13年】
①新型コロナ感染症に伴う設計業務の遅延
②JR作業員の事故による電気作業規定の見直し

・令和2年4月7日 緊急事態宣言

・令和元年度 電気関連工事に伴う作業規定
の見直し

・夜間の非通電時間帯（約1.5時間）に限定

9



●事業の概要 事業内容の見直し（事業費の増額）75億→93億

事業費の増額

①物価高の影響による材料費の増額
②橋梁架け替えに併せて、一体的に治水効果を発揮させるため、橋梁上流部の河道掘削、護
岸工を追加

①物価高の影響による材料費の増額

建設物価は以下のように令和元年から令和5年にかけて約7.4％上昇している。

物価高を考慮すると、令和6年以降の事業費を約５億円増額する必要がある。

R元 R5 差
上がり幅
（①）

年平均 計算（②）
加重平均
（①*②）

鋼材 85,000 125,000 40,000 47% 9.41% 4.43%

7.4%
ｺﾝｸﾘｰﾄ 17,100 24,100 7,000 41% 8.19% 3.35%

普通作業員 18,300 20,500 2,200 12% 2.40% 0.29%

土木一般世話役 22,300 25,800 3,500 16% 3.14% 0.49%

残事業費（R6協定額～R13協定額）×1.074（物価高考慮）＝約68億円

68億円 12億円

63億円

残事業費（物価高考慮）＋既事業費（R元～R5）＝約80億円 （当初:75億 + 物価高 +5億）
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●事業の概要 事業内容の見直し（事業費の増額理由）

変更追加箇所（河積拡大）
JR橋梁下流～

上流（東海道新幹線） L=0.5km

+約13億円

費目 種別 単位 単価(千円)
No.82～87

数量 金額(千円)

本体工事費

掘削 m3 0.5 76,685 38,342

残土処分 m3 3.0 76,685 230,055

護岸 m2 31.0 17,211 533,541

直接工事費 － － - 801,938

諸経費（直工の60％） － － - 481,162

本体工事費
－

－ - 1,283,100

事業費の増額

①物価高の影響による材料費の増額

②橋梁架け替えに併せて、上流部まで一体的に治水効果を発揮させ
るため、橋梁上流部の河道掘削、護岸工を追加

75億 + 5億 + 13億 = 93億
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２．事業の必要性



昭和34年9月洪水 JR篠原駅前の状況

●事業の必要性 過去の洪水被害とネック箇所の解消

昭和34年9月洪水
日野川の決壊で冠水 ボートで救出

平
成
２
年
9
月
20
日

京
都
新
聞
夕
刊

桐原橋
JR琵琶湖線

日
野
川

凡例
浸水深

浅 深
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３．事業の経過および進捗状況
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●JR琵琶湖線の架け替え

東京
右岸

大阪
左岸

工
程
表

R1年 R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年 R12年 R13年

調査・設計
電気

通信工 下部工 上部工 上下線切替 撤去
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４．費用対効果分析



事業全体に対する
費用便益比

残事業に対する
費用便益比

事業判断

B/C≧1 B’/C’≧1 事業継続

B/C＜1 B’/C’≧1 基本的に継続とするが、事業内容等を見直し

B/C≧1 B’/C’＜1 事業内容の見直し等を行った上で対応を検討

B/C＜1 B’/C’＜1 事業中止
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●費用対効果分析
費用便益分析とは

事業を効率的かつ効果的に逐行するため、事業を実施することで生じる便益
（Benefit: B）と事業にかかる費用（Cost: C）を比較することにより、投資効
率性の観点から対象事業の妥当性を評価するもの

＜事業評価判断基準＞

費用便益比 Ｂ／Ｃ ＝
便益 Ｂ

費用 Ｃ
国土交通省が定めた「費用便益分析マニュアル（平成30年2月版）」により算出する



費用便益分析にあたっての条件設定
●費用対効果分析
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●費用対効果分析（現行との比較）

費用便益分析に用いる総便益
は、これら各年における便益
を現在価値化して、検討期間
全体（50年）で合計したもの
を用いる

総 便 益（事業実施による被害軽減額）

直接被害

間接被害

・一般資産被害
・農作物被害
・公共土木施設等被害

・営業停止被害
・家計における応急対策費用
・事業所における応急対策費用

残存価値

年平均被害軽減期待額×50年
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●費用対効果分析（新計画）

項目 値 うち残事業分

便益（B）

直接被害+間接被害 11, 886億円 11,592億円

残存価値 0.15億円 0.15億円

合計（総便益） 11,886億円 11,592億円

費用（C)

事業費 291億円 268億円

維持管理費 33億円 30億円

合計 324億円 298億円

費用便益比（B/C） 36.6 38.8

事業全体の費用便益比 Ｂ/Ｃ=36.6（≧1.0）
うち残事業分 Ｂ/Ｃ=38.8（≧1.0）

※表中の費用及び便益は全て現在価値換算した値である。
費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 20
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５．今後の取り組み（コスト縮減）



●今後の取り組み コスト縮減の方策

〇橋梁上流部の河道掘削で発生した土砂を、堤防未整備箇所の築堤
材料や大型土のう製作、工事用進入路の仮設材に再利用することで
コスト縮減に努める。

〇施工に際しては、施工手順・施工時期について検討する他、必要
に応じて最新技術を導入することでコストの縮減に努める。
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６．対応方針（案）



◆県の対応方針（案）

一級河川日野川 大規模特定河川事業は、継続実施するものとする。

1. 河積阻害箇所が解消され、下流からの河道掘削と

一体的に整備することで、洪水被害のリスクが解消

される。

記
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